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調剤業務について

資料２－２



● 処⽅箋を応需した薬局において、当該薬局の管理者の責任の下、薬剤
師が調剤業務を⾏う必要がある。

● 調剤業務に関しては、医療安全の確保の観点から、処⽅箋を応需してか
ら薬剤を交付するまでの⼀連の調剤業務を同⼀の薬局において実施すること
としている。

● 御指摘の調剤業務の外部委託に関しては、処⽅箋を応需した薬局の責
任の下、医療の安全を確保することが可能か、対⼈業務の充実に資するか
などの検討が必要。

● なお、薬局において調剤に従事する薬剤師の員数については、薬局におけ
る薬剤師の業務の実態を踏まえ、また、患者等との対話、薬歴管理、服薬
指導、疑義照会などの薬剤師としての業務量を織り込んで、最低基準※を定
めている。
※ 薬局における薬剤師の員数については、原則として、⼀⽇平均取扱処⽅せん数が四⼗までは⼀とし、それ以上四⼗⼜はその端
数を増すごとに⼀を加えた数としている。

（参考）平成27年度厚⽣労働科学研究費補助⾦(医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業)
「薬局・薬剤師の業務実態の把握とそのあり⽅に関する調査研究」によると、
処⽅箋１枚について、処⽅内容の確認、調剤、服薬指導等の業務にかかる時間は約12分程度であった。

本⽇の議題に対する基本的な考え⽅
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・ 要指導医薬品等を適切に選択できるような供給機能
や助⾔の体制
・健康相談受付、受診勧奨・関係機関紹介 等

・専⾨機関と連携し抗がん剤の副作⽤対応や抗
HIV薬の選択などを⽀援 等

かかりつけ薬剤師・薬局かかりつけ薬剤師・薬局

☆ 副作⽤や効果の継続的な確認
☆ 多剤・重複投薬や相互作⽤の防⽌ ・ 24時間の対応

・ 在宅患者への薬学的管理・服薬指導

☆ 夜間・休⽇、在宅医療への対応

☆ 国⺠の病気の予防や健康サポートに貢献 ☆ ⾼度な薬学的管理ニーズへの対応

☆ 副作⽤・服薬状況
のフィードバック

 ＩＣＴ（電⼦版お薬⼿帳等）を活⽤し、
・ 患者がかかる全ての医療機関の処⽅情報を把握
・ ⼀般⽤医薬品等を含めた服薬情報を⼀元的・継続
的に把握し、薬学的管理・指導

☆ 医療機関への
受診勧奨

☆ 処⽅内容の照会・
処⽅提案

☆ 医薬品等に関する相談
や健康相談への対応

※ 地域の薬局・地区薬剤師会との連携のほか、へき地等
では、相談受付等に当たり地域包括⽀援センター等と
の連携も可能

医療機関等との連携

24時間対応・在宅対応
服薬情報の一元的・継続的把握と
それに基づく薬学的管理・指導

健康サポート機能 高度薬学管理機能
健康サポート薬局健康サポート薬局

☆ 医療情報連携ネット
ワークでの情報共有

平成27年10⽉23⽇公表
「患者のための薬局ビジョン」〜「⾨前」から「かかりつけ」、そして「地域」へ〜
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・処⽅箋受取・保管

・調製(秤量、混合、分割)

・薬袋の作成

・報酬算定

・薬剤監査・交付

・在庫管理

 医薬関係団体・学会等で、
専⾨性を向上するための
研修の機会の提供

 医療機関と薬局との間で、
患者の同意の下、検査値や
疾患名等の患者情報を共有

 医薬品の安全性情報等の
最新情報の収集

・処⽅内容チェック
（重複投薬、飲み合わせ）

・医師への処⽅内容の照会
・丁寧な服薬指導
・在宅訪問での薬学管理
・副作⽤・服薬状況の
フィードバック
・処⽅提案
・残薬解消

「患者中⼼の業務」

「薬中⼼の業務」専⾨性＋コミュニケーション
能⼒の向上

薬中⼼の業務

薬中⼼の業務

患者中⼼の業務 患者中⼼の業務

〜対物業務から対⼈業務へ〜
○かかりつけ薬剤師としての役割の発揮に向けて

「患者のための薬局ビジョン」〜「⾨前」から「かかりつけ」、そして「地域」へ〜
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5

国民のニーズに応える優れた医薬品、医療機器等をより安全・迅速・効率的に提供するとともに、住み慣れた地域で患者が安心
して医薬品を使うことができる環境を整備するため、制度の見直しを行う。

改正の趣旨

１．医薬品、医療機器等をより安全・迅速・効率的に提供するための開発から市販後までの制度改善
(1) 「先駆け審査指定制度※」の法制化、小児の用法用量設定といった特定用途医薬品等への優先審査等

※先駆け審査指定制度 … 世界に先駆けて開発され早期の治験段階で著明な有効性が見込まれる医薬品等を指定し、優先審査等の対象とする仕組み

(2) 「条件付き早期承認制度※」の法制化
※条件付き早期承認制度 … 患者数が少ない等により治験に長期間を要する医薬品等を、一定の有効性・安全性を前提に、条件付きで早期に承認する仕組み

(3) 最終的な製品の有効性、安全性に影響を及ぼさない医薬品等の製造方法等の変更について、事前に厚生労働大臣が確認した計画に沿って変更する場
合に、承認制から届出制に見直し

(4) 継続的な改善・改良が行われる医療機器の特性やＡＩ等による技術革新等に適切に対応する医療機器の承認制度の導入
(5) 適正使用の最新情報を医療現場に速やかに提供するため、添付文書の電子的な方法による提供の原則化
(6) トレーサビリティ向上のため、医薬品等の包装等へのバーコード等の表示の義務付け 等

２．住み慣れた地域で患者が安心して医薬品を使うことができるようにするための薬剤師・薬局のあり方の見直し
(1) 薬剤師が、調剤時に限らず、必要に応じて患者の薬剤の使用状況の把握や服薬指導を行う義務

薬局薬剤師が、患者の薬剤の使用に関する情報を他医療提供施設の医師等に提供する努力義務
(2) 患者自身が自分に適した薬局を選択できるよう、機能別の薬局※の知事認定制度（名称独占）を導入

※①入退院時や在宅医療に他医療提供施設と連携して対応できる薬局（地域連携薬局）
②がん等の専門的な薬学管理に他医療提供施設と連携して対応できる薬局（専門医療機関連携薬局）

(3) 服薬指導について、対面義務の例外として、一定のルールの下で、テレビ電話等による服薬指導を規定 等

３．信頼確保のための法令遵守体制等の整備
(1) 許可等業者に対する法令遵守体制の整備（業務監督体制の整備、経営陣と現場責任者の責任の明確化等）の義務付け
(2) 虚偽・誇大広告による医薬品等の販売に対する課徴金制度の創設
(3) 国内未承認の医薬品等の輸入に係る確認制度（薬監証明制度）の法制化、麻薬取締官等による捜査対象化
(4）医薬品として用いる覚せい剤原料について、医薬品として用いる麻薬と同様、自己の治療目的の携行輸入等の許可制度を導入 等

４．その他
(1) 医薬品等の安全性の確保や危害の発生防止等に関する施策の実施状況を評価・監視する医薬品等行政評価・監視委員会の設置
(2) 科学技術の発展等を踏まえた採血の制限の緩和 等

改正の概要

令和２年９月１日（ただし、１.(3)のうち医薬品及び再生医療等製品について、１.(5)、２.(2)及び３.(1)(2)については令和３年８月１日、１.(6)に
ついては令和４年12月１日、３.(4)については令和２年４月１日）

施行期日

を法制化
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医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正する法律
（令和元年法律第63号。令和元年12月４日公布）の概要



○ 近年、⾼齢化が進展し、新薬等の開発が進む中、多剤投与による副作⽤の懸念の⾼まり、薬物療法において特に副作⽤に注意を
要する疾病（がん、糖尿病等）を有する患者の外来治療へのシフトなどが⾒られる。

○ 医療機関の機能分化、在宅医療や施設・居住系介護サービスの需要増等が進展する中で、患者が地域で様々な療養環境（⼊
院、外来、在宅医療、介護施設など）を移⾏するケースが増加している。

○ 薬剤師・薬局は、このような状況の変化に対応し、地域包括ケアシステムを担う⼀員として、医療機関等の関係機関と連携しつつ、そ
の専⾨性を発揮し、患者に安全かつ有効な薬物療法を切れ⽬なく提供する役割を果たすことが求められている。

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院 ・歯科医療

・薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･
医 療

地域包括ケアシステムの姿

介護が必要になったら･･･
介 護

・地域包括⽀援センター
・ケアマネジャー

いつまでも元気に暮らすために･･･
⽣活⽀援・介護予防

住まい

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

■在宅系サービス
■施設・居住系サービス

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

（診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(H29かかりつけ薬剤師調査)速報値より）

0.8

1.9

3.9

8.9 7.8 11.3 61.5 3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

80歳以上

1種類 2種類 3種類 4種類 5種類 6種類 7種類以上 無回答

多剤投与の実態

<１⽇当たり使⽤している薬（定期的に医療機関に⾏って処⽅してもらっている薬がある患者）>

・80歳以上の患者の７割超が、６種類以上の薬を服⽤。

外来で治療を受けるがん患者数の増加
・外来で治療を受けるがん患者は、⼊院で治療を受けるがん患者の約1.5倍。

（平成29年患者調査より）

（万⼈)

12.61

18.36

<調査⽇に受療したがん患者の推計数>

10

15

H8 H17 H23 H29H11

20

⼊院
外来

薬剤師・薬局を取り巻く環境の変化
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（平成30年度「かかりつけ薬剤師・薬局に関する調査」の薬局調査より）

●調剤後に患者情報を継続的に把握する取組を⾏っていて良かったこと

処⽅内容のチェック（重複投与・飲み合わせ）、処⽅提案

調剤時の情報提供、服薬指導

調剤後の継続的な服薬指導、服薬状況等の把握

服薬状況等の処⽅医等へのフィードバック

在宅訪問での薬学的管理

主な対⼈業務

処⽅箋受取・保存

調製(秤量、混合、⼀包化)

薬袋の作成

監査（交付する薬剤の最終チェック）

薬剤交付

在庫管理

主な対物業務

0.6

1.7

1.4

32.6

72.9

82.6

43.5

無回答

特に良かったことはない

その他

次回の処⽅内容が変更になった

患者の服薬状況に応じて、飲み⽅の⼯夫などを
指導し、アドヒアランスが向上した

残薬解消につながった

副作⽤の早期発⾒ができた

％
0 20 40 60 80 100

（有効回答数︓1940件）
（複数回答可）

調剤時に加えて、調剤後の服薬指導、継続的な服
薬状況等の把握も義務として規定

努⼒義務として規定
（医療法においても、医師から薬剤師等に対して同様の規定あり）

薬剤師の業務に関する規定の見直し －対人業務の充実－
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薬機法等改正 令和2年9⽉施⾏



厚⽣科学審議会医薬品医療機器制度部会とりまとめ（抜粋）
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第３ 薬剤師・薬局のあり⽅

１．基本的な考え⽅
○ 薬局は、従事する薬剤師が以上のような役割を⼗分に果たせ
るような環境を整備する必要がある。その⼀環として、薬剤師の
⾏う対⼈業務を充実させる観点から、品質の確保を前提として
対物業務の効率化を図る必要がある。

２．具体的な⽅向性
（４）対⼈業務を充実させるための業務の効率化
○ 質の⾼い薬学的管理を患者に⾏えるよう、薬剤師の業務実
態とその中で薬剤師が実施すべき業務等を精査しながら、調剤
機器や情報技術の活⽤等も含めた業務効率化のために有効な
取組の検討を進めるべきである。

平成30年12⽉25⽇ 厚⽣科学審議会医薬品医療機器制度部会
「薬機法等制度改正に関するとりまとめ」



 薬剤師法第19条においては、医師、⻭科医師⼜は獣医師が⾃⼰の処⽅箋により⾃ら調剤するときを除き、薬剤師以外の者が、販
売⼜は授与の⽬的で調剤してはならないことを規定。

 平成28年度厚⽣労働科学特別研究事業「かかりつけ薬剤師の本質的業務と機能強化のための調査研究」において、「機械の使⽤
や薬剤師の指⽰により他の従業者に⾏わせること」について検討。

 厚⽣科学審議会医薬品医療機器制度部会「薬機法等制度改正に関するとりまとめ」（平成30年12⽉25⽇）において、薬剤師
の⾏う対⼈業務を充実させる観点から、医薬品の品質の確保を前提として対物業務の効率化を図る必要があり、「調剤機器や情報
技術の活⽤等も含めた業務効率化のために有効な取組の検討を進めるべき」とされた。

 これらを踏まえ、薬剤師以外の者に実施させることが可能な業務の「基本的な考え⽅」を整理して通知（平成31年4⽉2⽇付薬⽣
総発0402第1号厚⽣労働省医薬・⽣活衛⽣局総務課⻑通知）

通知における「基本的な考え⽅」
 調剤に最終的な責任を有する薬剤師の指⽰に基づき、薬剤師以外の者が、以下のいずれも満たす業務を実施することは差し⽀えない。（調剤した薬剤の

最終的な確認は、当該薬剤師が⾃ら⾏う必要あり）
①当該薬剤師の⽬が現実に届く限度の場所で実施
②薬剤師の薬学的知⾒も踏まえ、処⽅箋に基づいて調剤した薬剤の品質等に影響がなく、結果として調剤した薬剤を服⽤する患者に危害の及ぶことがない
③当該業務を⾏う者が、判断を加える余地に乏しい機械的な作業
例）薬剤師の指⽰に基づき、PTPシート等に包装されたままの医薬品を、処⽅箋に記載された必要量を取り揃える⾏為・薬剤師による監査の前に⾏う⼀包化した薬剤の数量の確認⾏為

 薬剤師以外の者が、軟膏剤、⽔剤、散剤等の医薬品を直接計量、混合する⾏為は、たとえ薬剤師による途中の確認⾏為があったとしても、引き続き不
可。ただし、調剤機器を積極的に活⽤した業務の実施を妨げる趣旨ではない。

 薬局開設者は、保健衛⽣上⽀障を⽣ずるおそれのないよう、組織内統制を確保し法令遵守体制を整備する観点から、上記の業務を薬剤師以外の者に
実施させる場合には、⼿順書の整備や研修の実施等の必要な措置を講じる必要がある。

 なお、以下の⾏為を薬局等における適切な管理体制の下に実施することは、調剤に該当しない⾏為として取り扱って差し⽀えない。
①納品された医薬品を調剤室内の棚に納める⾏為
②調剤済みの薬剤を患者のお薬カレンダーや院内の配薬カート等へ⼊れる⾏為、電⼦画像を⽤いてお薬カレンダーを確認する⾏為
③薬局において調剤に必要な医薬品の在庫がなく、卸売販売業者等から取り寄せた場合等に、先に服薬指導等を薬剤師が⾏った上で、患者の居宅等に調剤した薬剤を郵送等する⾏為

調剤業務のあり⽅について
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○ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号)（抜粋）

(薬局の管理)
第七条 薬局開設者が薬剤師(薬剤師法 (昭和三⼗五年法律第百四⼗六号)第⼋条の⼆第⼀項の規定による厚⽣労働⼤⾂の
命令を受けた者にあつては、同条第⼆項の規定による登録を受けた者に限る。以下この項及び次項、第⼆⼗⼋条第⼆項、第三⼗
⼀条の⼆第⼆項、第三⼗五条第⼀項並びに第四⼗五条において同じ。)であるときは、⾃らその薬局を実地に管理しなければならな
い。ただし、その薬局において薬事に関する実務に従事する他の薬剤師のうちから薬局の管理者を指定してその薬局を実地に管理さ
せるときは、この限りでない。
２ 薬局開設者が薬剤師でないときは、その薬局において薬事に関する実務に従事する薬剤師のうちから薬局の管理者を指定してそ
の薬局を実地に管理させなければならない。
３ 薬局の管理者(第⼀項の規定により薬局を実地に管理する薬局開設者を含む。次条第⼀項において同じ。)は、その薬局以外の
場所で業として薬局の管理その他薬事に関する実務に従事する者であつてはならない。ただし、その薬局の所在地の都道府県知事
の許可を受けたときは、この限りでない。

(管理者の義務)
第⼋条 薬局の管理者は、保健衛⽣上⽀障を⽣ずるおそれがないように、その薬局に勤務する薬剤師その他の従業者を監督し、その
薬局の構造設備及び医薬品その他の物品を管理し、その他その薬局の業務につき、必要な注意をしなければならない。
２ 薬局の管理者は、保健衛⽣上⽀障を⽣ずるおそれがないように、その薬局の業務につき、薬局開設者に対し必要な意⾒を述べな
ければならない。

(薬局開設者の遵守事項)
第九条 厚⽣労働⼤⾂は、厚⽣労働省令で、次に掲げる事項その他薬局の業務に関し薬局開設者が遵守すべき事項を定めること
ができる。
⼀ 薬局における医薬品の試験検査その他の医薬品の管理の実施⽅法に関する事項
⼆ 薬局における調剤並びに調剤された薬剤及び医薬品の販売⼜は授与の実施⽅法(その薬局においてその薬局以外の場所にい
る者に対して⼀般⽤医薬品(第四条第五項第四号に規定する⼀般⽤医薬品をいう。以下同じ。)を販売し、⼜は授与する場合に
おけるその者との間の通信⼿段に応じた当該実施⽅法を含む。)に関する事項

２ 薬局開設者は、第七条第⼀項ただし書⼜は第⼆項の規定によりその薬局の管理者を指定したときは、第⼋条第⼆項の規定によ
る薬局の管理者の意⾒を尊重しなければならない。

参照条⽂
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○ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施⾏規則（昭和36年厚⽣省令第1号）（抜粋）

(薬局開設者の遵守事項)
第⼗⼀条の七 法第九条第⼀項の厚⽣労働省令で定める薬局開設者が遵守すべき事項は、次条から第⼗五条の⼗⼀までに定
めるものとする。

(薬局における調剤)
第⼗⼀条の⼋ 薬局開設者は、その薬局で調剤に従事する薬剤師でない者に販売⼜は授与の⽬的で調剤させてはならない。ただ
し、⾼度な無菌製剤処理を⾏うことができる作業室(以下「無菌調剤室」という。)を有する薬局の薬局開設者が、無菌調剤室を
有しない薬局の薬局開設者から依頼を受けて、当該無菌調剤室を有しない薬局で調剤に従事する薬剤師に、当該無菌調剤室
を利⽤した無菌製剤処理を⾏わせるときは、この限りでない。
２ 前項ただし書の場合においては、当該無菌調剤室を有しない薬局の薬局開設者は、当該無菌調剤室を有しない薬局で調剤
に従事する薬剤師の⾏う無菌製剤処理の業務に係る適正な管理を確保するため、事前に、当該無菌調剤室を有する薬局の薬
局開設者の協⼒を得て、指針の策定、当該薬剤師に対する研修の実施その他必要な措置を講じなければならない。

第⼗⼀条の九 薬局開設者は、医師、⻭科医師⼜は獣医師の処⽅箋によらない場合には、その薬局で調剤に従事する薬剤師に
販売⼜は授与の⽬的で調剤させてはならない。
２ 薬局開設者は、処⽅箋に記載された医薬品につき、その処⽅箋を交付した医師、⻭科医師⼜は獣医師の同意を得た場合を
除き、その薬局で調剤に従事する薬剤師にこれを変更して調剤させてはならない。

第⼗⼀条の⼗ 薬局開設者は、その薬局で調剤に従事する薬剤師が処⽅箋中に疑わしい点があると認める場合には、その薬局で
調剤に従事する薬剤師をして、その処⽅箋を交付した医師、⻭科医師⼜は獣医師に問い合わせて、その疑わしい点を確かめた後
でなければ、これによつて調剤させてはならない。

第⼗⼀条の⼗⼀ 薬局開設者は、調剤の求めがあつた場合には、その薬局で調剤に従事する薬剤師にその薬局で調剤させなけれ
ばならない。ただし、正当な理由がある場合には、この限りでない。

参照条⽂
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○ 薬剤師法（昭和35年法律第146号）（抜粋）

(調剤)
第⼗九条 薬剤師でない者は、販売⼜は授与の⽬的で調剤してはならない。ただし、医師若しくは⻭科医師が次に掲げる場合において
⾃⼰の処⽅せんにより⾃ら調剤するとき、⼜は獣医師が⾃⼰の処⽅せんにより⾃ら調剤するときは、この限りでない。
⼀ 患者⼜は現にその看護に当たつている者が特にその医師⼜は⻭科医師から薬剤の交付を受けることを希望する旨を申し出た場
合
⼆ 医師法(昭和⼆⼗三年法律第⼆百⼀号)第⼆⼗⼆条各号の場合⼜は⻭科医師法(昭和⼆⼗三年法律第⼆百⼆号)第⼆⼗
⼀条各号の場合

(処⽅せんによる調剤)
第⼆⼗三条 薬剤師は、医師、⻭科医師⼜は獣医師の処⽅せんによらなければ、販売⼜は授与の⽬的で調剤してはならない。
２ 薬剤師は、処⽅せんに記載された医薬品につき、その処⽅せんを交付した医師、⻭科医師⼜は獣医師の同意を得た場合を除くほ
か、これを変更して調剤してはならない。

(処⽅せん中の疑義)
第⼆⼗四条 薬剤師は、処⽅せん中に疑わしい点があるときは、その処⽅せんを交付した医師、⻭科医師⼜は獣医師に問い合わせ
て、
その疑わしい点を確かめた後でなければ、これによつて調剤してはならない。

(調剤された薬剤の表⽰)
第⼆⼗五条 薬剤師は、販売⼜は授与の⽬的で調剤した薬剤の容器⼜は被包に、処⽅せんに記載された患者の⽒名、⽤法、⽤量
その他厚⽣労働省令で定める事項を記載しなければならない。

(情報の提供及び指導)
第⼆⼗五条の⼆ 薬剤師は、調剤した薬剤の適正な使⽤のため、販売⼜は授与の⽬的で調剤したときは、患者⼜は現にその看護に
当たつている者に対し、必要な情報を提供し、及び必要な薬学的知⾒に基づく指導を⾏わなければならない。
２ 薬剤師は、前項に定める場合のほか、調剤した薬剤の適正な使⽤のため必要があると認める場合には、患者の当該薬剤の使⽤の
状況を継続的かつ的確に把握するとともに、患者⼜は現にその看護に当たつている者に対し、必要な情報を提供し、及び必要な薬学
的知⾒に基づく指導を⾏わなければならない。

参照条⽂
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○医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施⾏令（昭和36年政令第11号）（抜粋）

(取扱処⽅箋数の届出)
第⼆条 薬局開設者は、厚⽣労働省令で定めるところにより、毎年三⽉三⼗⼀⽇までに、前年における総取扱処⽅箋数(前年におい
て取り扱つた眼科、⽿⿐咽喉科及び⻭科の処⽅箋の数にそれぞれ三分の⼆を乗じた数とその他の診療科の処⽅箋の数との合計数を
いう。以下この条において同じ。)を薬局の所在地の都道府県知事に届け出なければならない。ただし、総取扱処⽅箋数が著しく少な
い場合⼜はこれに準ずる場合として厚⽣労働省令で定める場合にあつては、この限りでない。

○医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施⾏規則（昭和36年厚⽣省令第1号）（抜粋）

(取扱処⽅箋数の届出)
第⼗七条 令第⼆条ただし書の厚⽣労働省令で定める場合は、次のとおりとする。
⼀ 前年において業務を⾏つた期間が三箇⽉未満である場合
⼆ 前年における総取扱処⽅箋数を前年において業務を⾏つた⽇数で除して得た数が四⼗以下である場合
２ 令第⼆条の届出は、様式第七による届書を提出することによつて⾏うものとする。

○薬局並びに店舗販売業及び配置販売業の業務を⾏う体制を定める省令（昭和39年厚⽣省令第3号）（抜粋）

(薬局の業務を⾏う体制)
第⼀条 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律(昭和三⼗五年法律第百四⼗五号。以下「法」と
いう。)第五条第⼆号の規定に基づく厚⽣労働省令で定める薬局において調剤及び調剤された薬剤⼜は医薬品の販売⼜は授与の
業務を⾏う体制の基準は、次に掲げる基準とする。
⼀ 薬局の開店時間(医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施⾏規則(昭和三⼗六年厚⽣省
令第⼀号。以下「施⾏規則」という。)第⼀条第⼆項第三号に規定する開店時間をいう。以下同じ。)内は、常時、当該薬局にお
いて調剤に従事する薬剤師が勤務していること。ただし、薬剤師不在時間(同号に規定する薬剤師不在時間をいう。以下同じ。)内
は、調剤に従事する薬剤師が当該薬局以外の場所において当該薬局の業務を⾏うために勤務していること。
⼆ 当該薬局において、調剤に従事する薬剤師の員数が当該薬局における⼀⽇平均取扱処⽅箋数(前年における総取扱処⽅箋
数(前年において取り扱つた眼科、⽿⿐咽喉科及び⻭科の処⽅箋の数にそれぞれ三分の⼆を乗じた数とその他の診療科の処⽅箋
の数との合計数をいう。)を前年において業務を⾏つた⽇数で除して得た数とする。ただし、前年において業務を⾏つた期間がないか、
⼜は三箇⽉未満である場合においては、推定によるものとする。)を四⼗で除して得た数(その数が⼀に満たないときは⼀とし、その数
に⼀に満たない端数が⽣じたときは、その端数は⼀とする。)以上であること。

参照条⽂
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